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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期

会計期間

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ９月30日

自  平成24年
    ４月１日
至  平成24年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成23年
    ３月31日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成24年
    ３月31日

営業収益 (千円) ― ― 1,840,7395,212,944 6,455,357

経常利益 (千円) ― ― 168,775375,453 712,399

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 211,206460,473 881,214

中間包括利益又は
包括利益

(千円) ― ― 191,758610,557 823,301

純資産額 (千円) ― ― 29,194,92225,983,98526,752,845

総資産額 (千円) ― ― 60,558,94469,174,37459,227,959

１株当たり純資産額 (円) ― ― 4,048,456,437.20150,307.654,600,036,527.60

１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― 42,241,269.003,132.53176,242,825.20

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― 3,132.06 27,696.32

自己資本比率 (％) ― ― 33.4 32.0 38.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 194,2202,009,860 3,111,216

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 3,727,100139,668 10,062,765

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △2,548,197△1,551,893△11,520,945

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残
高

(千円) ― ― 9,552,6206,526,461 8,179,497

従業員数
(他、平均臨時雇用者
数)

(名) ― ―
51
(3)

46
(7)

50
(6)

(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２ 第21期中及び第22期中については、中間連結財務諸表を作成していないため、記載しておりません。

３ 当社は、平成24年８月30日をもって当社普通株式147,272株は全部取得条項付普通株式となり、同日付で全てＡ

種種類株式５株に転換し、全部取得条項付普通株式を全て消却しております。そのため、前連結会計年度の期首

に当該転換及び消却が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり中間（当期）純利益金額を算

定しております。

４ 第23期中については、当社株式は非上場であり、期中返金株価が把握できないため、潜在株式調整後の１株当た

り中間（当期）純利益金額を計算しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期

会計期間

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成23年
    ９月30日

自  平成24年
    ４月１日
至  平成24年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成23年
    ３月31日

自  平成23年
    ４月１日
至  平成24年
    ３月31日

営業収益 (千円) ― ― 95,9391,356,287 6,187,340

経常利益 (千円) ― ― 294,647△22,046 1,038,929

中間(当期)純利益 (千円) ― ― 125,540254,588 1,150,970

資本金 (千円) ― ― 16,986,57616,986,57616,986,576

発行済株式総数 (株) ― ― 5 147,272 5

純資産額 (千円) ― ― 22,077,22023,720,67024,864,684

総資産額 (千円) ― ― 26,071,58429,802,70126,209,626

１株当たり純資産額 (円) ― ― 4,408,607,972.00160,784.254,965,997,890.40

１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― 25,108,081.601,731.92230,194,006.40

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― 1,731.67 36,174.68

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 84.5 79.5 94.7

従業員数
(他、平均臨時雇用者
数)

(名) ― ―
40
(3)

37
(6)

39
(6)

(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２ 第21期中及び第22期中については、中間財務諸表を作成していないため、記載しておりません。

３ 当社は、平成24年８月30日をもって当社普通株式147,272株は全部取得条項付普通株式となり、同日付で全てＡ

種種類株式５株に転換し、全部取得条項付普通株式を全て消却しております。そのため、前事業年度の期首に当

該転換及び消却が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり中間（当期）純利益金額を算定し

ております。

４ 第23期中については、当社株式は非上場であり、期中返金株価が把握できないため、潜在株式調整後の１株当た

り中間（当期）純利益金額を計算しておりません。
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２ 【事業の内容】

　

当社グループは、当社（グッドマンジャパン株式会社）及び子会社５社（グッドマンジャパンファンズ

株式会社、ＧＫロジみらい12匿名組合、エムジージェイワン特定目的会社、エムジージェイフォー特定目的

会社、ジャパン・ロジスティクス・ホールセール・ファンド匿名組合）により構成されております。

当社株式は、マッコーリー・グループとグッドマン・グループのジョイントベンチャーであるマッコー

リー・グッドマン・ジャパン ピーティーイー エルティーディー（ＭＧＪ）がその全てを保有しておりま

す。これにより当社は、国内外の企業に高水準でグローバルな物流ソリューションを提供するとともに、国

内及び海外の機関投資家の皆さまに投資機会を提供しております。

当社グループは、開発及びアセットマネジメントを通してお客様に価値を提供し、日本における物流不動

産の所有・開発・管理に特化した事業を展開しております。具体的には、仲介業務を含むコンサルティング

事業及び不動産開発事業を主たる業務とした「投資及びコンサルティング事業」及び投資顧問業等の不動

産関連サービス事業である「アセットマネジメント事業」を行っております。

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　

セグメント 会社名

投資及びコンサルティング事業 グッドマンジャパン株式会社

アセットマネジメント事業

グッドマンジャパンファンズ株式会社

ＧＫロジみらい12匿名組合

エムジージェイワン特定目的会社

エムジージェイフォー特定目的会社

ジャパン・ロジスティクス・ホールセール・ファンド匿名組合

　
(1) 投資及びコンサルティング事業

投資及びコンサルティング事業では、物流不動産に特化したエキスパートとして、物流不動産に特化し

た不動産投資開発事業を推進しております。具体的には、以下のような投資及びコンサルティング関連

サービスをお客様に提供しております。

• 物流マーケットに関するリサーチ --- 機会の模索とビジネス動向調査 

• 開発用地の選定及びソーシング --- 物流施設開発に適した用地の確保

• ディベロップメント・マネジメント --- 物流施設の開発プロセス全般の管理

• 仲介業務 --- 新規テナント顧客の獲得と物流不動産の売買仲介

• コンストラクション・マネジメント --- 物流施設の建築プロセス全般の管理 

• プロパティ・マネジメント --- 管理物件の価値の最大化により投資家の皆さまに高いリターンを提

供するとともに、テナント顧客との良好な関係を維持するため、多彩なプロパティマネジメントサービ

スを提供 

また当社グループは、自ら運用不動産ファンドに対し戦略的な自社投資を行っております。

　

(2) アセットマネジメント事業

当社グループのアセットマネジメント事業は、子会社であるグッドマンジャパンファンズ株式会社を

通じて、物流施設に特化したアセットマネジメント及びファンドマネジメントサービスを提供しており、

投資家の皆さまに対する価値の最大化を目指して業務を運営しております。主に匿名組合や特定目的会

社といったスキームによる投資機会を投資家の皆さまに提供しております。
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３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成24年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

投資及びコンサルティング事業 23(-)

アセットマネジメント事業 11(-)

全社(共通) 17(3)

合計 51(3)

(注) １  従業員数は、就業人員であります。

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成24年９月30日現在

従業員数(名) 40(3)

(注) １  従業員数は、就業人員であります。

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は組織されておりますが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

　

　
１ 【業績等の概要】

当社グループは、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間と

の対比は記載しておりません。

　

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、復興需要により緩やかな景気回復の動きが見られるもの

の、長引く欧州債務問題に加え、アジア経済の減速により、景気回復の鈍化が懸念される状況となってお

ります。

物流不動産業界におきましては、通販やeコマースの拡大により空室率は以前として低水準を維持して

おり、大型物流施設の新規着工が進む中においても需要は底堅く推移しました。

このような環境下におきまして、当社は物流不動産の開発ファンドの運営及び新規開発案件の発掘に

努め、９月には新たに当社グループが運用する投資ファンドによって優良物流立地である市川に所在す

る開発用地取得に成功しました。また、連結私募ファンドをはじめとする物流不動産の管理及び稼働率向

上に注力しました。

以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、営業収益1,840百万円となり、営業利益414百万円、経常利益

168百万円、中間純利益211百万円となりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　

① 投資及びコンサルティング事業

投資及びコンサルティング事業におきましては、サブリース収入及びプロパティマネジメントフィー

収入等により、当中間連結会計期間における営業収益は71百万円、経常損失は137百万円となりました。

　

② アセットマネジメント事業

アセットマネジメント事業におきましては、ファンド運用のフィー収入・連結大型私募ファンドの賃

料収入等により当中間連結会計期間における営業収益は1,769百万円、経常利益は599百万円となりまし

た。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ

1,373百万円増加し、9,552百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況と要因は以下のとおりであります。
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①  営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は、194百万円となりました。

  これは主に、税金等調整前中間純利益306百万円の計上、投資有価証券売却益130百万円の計上等による

ものであります。

　

②  投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果得られた資金は、3,727百万円となりました。

  これは主として、関係会社株式の売却収入4,276百万円によるものであります。

　

③  財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果によるキャッシュ・フローの減少額は、2,548百万円となりました。

  これは主に、少数株主からの払込みによる収入1,585百万円があったものの、社債の償還による支出

3,200百万円があったことによるものであります。　　

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、投資及びコンサルティング事業及びアセットマネジメント事業を主たる事業として

行っており、生産活動を行っていないため該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

当社グループは、受注活動を行っていないため、該当する事項はありません。

　

(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(千円)

投資及びコンサルティング事業 71,537

アセットマネジメント事業 1,769,202

合計 1,840,739

(注) １  セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。
　

相手先
当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

コクヨサプライロジス
ティクス㈱

402,780 21.88

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

４ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。　

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会

社)が判断したものであります。

(1) 財政状態の分析

当中間連結会計期間の総資産は、60,558百万円と、対前連結会計年度比で2.2％増加しました。

①  資産の部

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、1,063百万円（10.2%）増加し、11,533百万円となりました。

これは、社債を繰上償還したものの、関係会社株式を売却したこと等により現金及び預金が1,373百万

円増加したことによるものです。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて、263百万円（0.5%）増加し、48,978百万円となりました。こ

れは、主として匿名組合出資の払戻があったものの、特別目的会社へ出資したことにより投資有価証券

が578百万円増加した一方、投資不動産が減価償却により305百万円減少したことによるものです。

　

②  負債の部

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、2,059百万円（74.4%）増加し、4,827百万円となりました。こ

れは、主として端株買取代金2,912百万円を未払金へ計上したことによるものです。　

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、3,170百万円（10.7%）減少し、26,536百万円となりました。こ

れは、主として社債3,117百万円が減少したことによるものです。

　

③  純資産の部

純資産は、前連結会計年度末に比べて、2,442百万円（9.1%）増加し、29,194百万円となりました。これ

は、主として関係会社株式を売却したことにより少数株主持分が5,200百万円増加した一方、端株買取に

より資本剰余金が2,912百万円減少したことによるものです。
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(2) 経営成績の分析

①  営業収益

当中間連結会計期間における営業収益は、1,840百万円となりました。セグメント別には、投資及びコ

ンサルティング事業がサブリース収入及びプロパティ・マネジメントフィー収入等により、営業収益

は71百万円となりました。アセットマネジメント事業におきましては、ファンド運用のフィー収入や連

結する大型私募ファンドでの賃料収入により営業収益は1,769百万円となりました。

　

②  営業原価、販売費及び一般管理費

営業原価は、減価償却371百万円、租税公課202百万円等を計上し、合計で743百万円となりました。

一方で販売費及び一般管理費は、役員報酬40百万円や給与手当等284百万円、地代家賃50百万円等を

計上し、合計で682百万円となりました。

　

③  営業利益

当中間連結会計期間は、営業利益が414百万円、営業利益率が22.5％となりました。

　

④  経常利益

営業外収益は事業税還付金51百万円等により86百万円、営業外費用は支払利息228百万円等により

331百万円を計上しました。その結果、経常利益は168百万円、経常利益率は9.2％となりました。

　

⑤  法人税等(法人税等調整額を含む)

税金等調整前中間純利益306百万円を計上したことに伴い、法人税、住民税及び事業税は11百万円と

なりました。また、法人税等調整額は、7百万円となりました。

　

⑥  中間純利益

中間純利益は211百万円となりました。

１株当たり中間純利益は、42,241,269円00銭となりました。

　

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①  資金需要

当社グループの資金需要の主なものは、不動産及び金融等の専門性の高い優秀な人材を確保・育成す

るための人件費等と、当社が取り組む不動産投資事業の継続的な成長を図るためのものであります。事業

成長につきましては、運用するファンドの投資価値の最大化のためや、新規の投資開発事業の獲得及び共

同出資するためのものであります。

　
②  資金の源泉

当社グループの資金の源泉のうち安定的なものは、当社グループの行う事業から生み出される営業

キャッシュ・フローであります。また、需要に応じ、増資や社債の発行、金融機関等からの借入金を資金源

泉としております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

重要な設備の取得、除却、売却等はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。　

　(1) 提出会社

　　平成24年９月30日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物

(千円)

車両
運搬具
(千円)

その他
(千円)

合計
(千円)

東京本社
(東京都千代田区)

投資及びコンサルティング事業、
アセットマネジメント事業

本社設備 42,935 488 26,02969,454 37

大阪オフィス
(大阪市中央区)

投資及びコンサルティング事業 支店設備 33,160 63 9,84143,064 3

(注)  帳簿価額「その他」は、主なものは工具、器具及び備品並びにソフトウェアであります。また、ソフトウェア以外

の無形固定資産も含まれております。金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 国内子会社

　　平成24年９月30日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物

(千円)

車両
運搬具
(千円)

その他
(千円)

合計
(千円)

グッドマンジャ
パンファンズ株
式会社

本社
(東京都千代田区)

アセットマネジ
メント事業

本社設備 ― ― 106 106 11

(注)  帳簿価額「その他」は、主なものは工具、器具及び備品並びにソフトウェアであります。金額には消費税等は含ま

れておりません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 251,490

Ａ種種類株式 100

計 251,590

（注）平成24年10月19日開催の臨時普通株主総会及び臨時種類株主総会決議により、平成24年10月19日付で定款変更が

行われ、普通株式の発行可能株式総数が5,048,410株増加し、Ａ種種類株式と合計した発行可能株式総数は

5,300,000株となっております。　

　

② 【発行済株式】
　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年12月21日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 ― 4,999,995 ― 　

Ａ種種類株式 5 5 ― （注）１、２

計 5 5,000,000 ― ―

(注) １. Ａ種種類株式の内容は次のとおりであります。

（1）残余財産の分配

残余財産を分配するときは、Ａ種種類株式を有する株主（以下「Ａ種株主」という。）又はＡ種種類株式の登

録株式質権者（以下「Ａ種登録株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」と

いう。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種種類株式１

株につき１円（以下「Ａ種残余財産分配額」という。）を支払う。Ａ種残余財産分配額の分配後、残余する財

産があるときは、普通株主又は普通登録株式質権者及びA種株主又はＡ種登録株式質権者に対し、同順位にて

残余財産の分配を行う。

（2）種類株主総会の決議

定款において、会社法第322条２項に関する定めはしておりません。

２. 株式の譲渡制限に関する規定は次のとおりであります。

平成24年10月18日付で定款変更が行なわれ、当社の発行する全ての普通株式及びＡ種種類株式について、会社

法第107条第１項第１号に定める内容を定めており、当該株式の譲渡により取得することについて、取締役会

の承認を要する旨を定款第８条において定めております。

　

EDINET提出書類

グッドマンジャパン株式会社(E05589)

半期報告書

11/65



　

(2) 【新株予約権等の状況】

　 旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであ

ります。

① 平成17年４月13日 臨時株主総会決議(平成17年５月30日取締役会決議)

　
中間会計期間末現在
(平成24年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成24年11月30日)

新株予約権の数(個) 10 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 30(注)３ 30(注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) 8,334(注)１,３ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年４月14日から　　　　平成

25年４月13日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 8,334(注)３
資本組入額 4,167(注)３

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入れその他の処分は認
めないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １. 新株予約権１個当たりの払込をすべき金額は、１株当たりの払込価額(以下、行使価額とする)に新株予約権１

個につき割り当てられる株式数を乗じた金額とし、発行当初は金25,000円とする。また、行使価額は、金8,334

円とする。

なお、当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。

　 　 　 　
既発行株式 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

　 　 　 　 　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げる。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

２. 新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、権利行使においても、当社取締役、監査役、顧問、従業員、社外協力者又はその他当社関係者で

あること。

(2) 上記の権利行使期間内に、権利を付与された者が死亡した場合は相続人がその権利を行使できる。

(3) 権利の譲渡、質入れその他の処分は認めないものとする。

(4) その他の条件については、平成17年４月13日開催の臨時株主総会及び平成17年５月30日開催の臨時取締役会

に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結した新株予約権付与契約の定めによるものとす

る。

３. 平成18年８月30日開催の取締役会決議により、平成18年９月21日付で１株を３株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「 新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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②平成18年２月27日 臨時株主総会決議(平成18年３月13日取締役会決議)

　
中間会計期間末現在
(平成24年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成24年11月30日)

新株予約権の数(個) 210 210

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 630(注)３ 630(注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) 226,667(注)１,３ 同左

新株予約権の行使期間
平成20年２月28日から    
平成26年２月27日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 226,667(注)３   
資本組入額 113,334(注)３

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入れその他の処分は認
めないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １. 新株予約権１個当たりの払込をすべき金額は、１株当たりの払込価額(以下、行使価額とする)に新株予約権１

個につき割り当てられる株式数を乗じた金額とする。また、行使価額は、金226,667円とする。 なお、当社が行

使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げる。
　

　 　 　 　
既発行株式 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り

上げる。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

２. 新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、権利行使においても、当社取締役、監査役、顧問、従業員、社外協力者又はその他当社関係者で

あること。

(2) 上記の権利行使期間内に、権利を付与された者が死亡した場合は相続人がその権利を行使できる。

(3) 権利の譲渡、質入れその他の処分は認めない。

(4) その他の条件については、平成18年２月27日開催の臨時株主総会及び平成18年３月13日開催の臨時取締役会

に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結した新株予約権付与契約の定めによるものとす

る。

３. 平成18年８月30日開催の取締役会決議により、平成18年９月21日付で１株を３株とする株式分割を行ってお

ります。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「 新株

予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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③ 平成19年６月12日 定時株主総会決議(平成19年９月28日取締役会決議)

　
中間会計期間末現在
(平成24年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成24年11月30日)

新株予約権の数(個) 105 105

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 105(注)２ 105(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 476,000(注)１ 同左

新株予約権の行使期間
平成21年９月29日から  　　 平

成26年６月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 476,000　 　　　　　　 資
本組入額 238,000

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入れその他の処分は認
めないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注)４ 同左

(注) １. 新株予約権１個当たりの払込をすべき金額は、１株当たりの払込価額(以下、行使価額とする)に新株予約権１

個につき割り当てられる株式数を乗じた金額とする。また、行使価額は、金476,000円とする。

なお、当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。
　

　 　 　 　
既発行株式 ＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数
　

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とする。

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げる。
　

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
さらに、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、又は当社が新設分

割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行う。

２. 当社が株式の分割(株式無償割当てを含む。以下、株式の分割に関する記載について同様とする。)又は併合を

行う場合は、本新株予約権のうち、当該株式の分割又は併合の時点で行使されていない新株予約権について、

次の算式によりその目的である株式の数を調整するものとする。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数

は、これを切り捨てる。
　

        調整後株式数＝調整前株式数×分割又は併合の比率
　

３. 新株予約権の行使の条件

(1) 新株予約権者は、権利行使においても、当社取締役、監査役、従業員又は当社子会社の取締役、監査役若しくは

従業員であること。

(2) 上記の権利行使期間内に、権利を付与された者が死亡した場合は相続人がその権利を行使できる。

(3) 権利の譲渡、質入れその他の処分は認めない。

(4) その他の条件については、平成19年６月12日開催の定時株主総会及び平成19年９月28日開催の臨時取締役会

に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結した新株予約権付与契約の定めによるものとす

る。

４. 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割若しくは新設分割(それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。)、又は株式交換若しくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)(以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日(吸収合併につ

き吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生
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日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、及び株式移転につ

き株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。)の直前において残存する新株予約権(以下「残存新株予約

権」という。)を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホ

までに掲げる株式会社(以下「再編成対象会社」という。)の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この

場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、

以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、

新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記注１で定める払込価額を組織再編行

為の条件等を勘案のうえ、調整して得られる再編後払込価額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の

目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のうち、いずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使すること

ができる期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り上げる。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(8) 新株予約権の行使の条件及び取得条項

上記注３及び注６に準じて決定する。

５. 新株予約権の取得事由及び条件

(1) 当社が消滅会社となる合併契約が当社株主総会で承認されたとき、又は当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画が当社株主総会で承認されたときは、当社取締役会が別途定める日において、行使さ

れていない本新株予約権を無償で取得することができる。

(2) 新株予約権者が、上記注３に定める行使の条件を満たさなくなったことにより、本新株予約権を行使すること

ができなくなった場合には、当社取締役会が別途定める日において、本新株予約権を無償で取得することがで

きる。
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④ 平成22年10月15日 取締役会決議

　
中間会計期間末現在
(平成24年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成24年11月30日)

新株予約権の数(個)
 

100,000
 

100,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)
 

―
―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 100,000(注)１ 100,000(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 35,000(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成22年10月31日から
平成24年10月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 35,000
資本組入額 17,500

同左

新株予約権の行使の条件 ― ―

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入れその他の処分は認
めないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注)３ 同左

(注) １. 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1株であります。

２. 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。
　

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　
また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
　

　 　 　 　
既発行株式数＋

新株発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数
　

３. 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となり、本ローン債権に係る債務が会社分割により承継される場合に限る。）、又は株式交換若しくは株

式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以下「組織再編行為」と総称する。）をする場合

において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立

会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社の成立の日、株式

交換につき株式交換の効力発生日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前

において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する本新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象

会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画におい

て定めることを条件とする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、新株予約権引受契約書に記載の内容に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法

各新株予約権の行使に際して出資される財産は、金銭、本ローン債権の全部又は一部とし、その価額は、組織再

編行為の条件等を勘案の上、新株予約権引受契約書に記載の内容に準じて決定する。
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(5) 金銭以外の財産を各新株予約権の行使に際して出資する旨並びに当該財産の内容及び価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産は、金銭、本ローン債権の全部又は一部とし、その価額は、組織再

編行為の条件等を勘案の上、新株予約権引受契約書に記載の内容に準じて決定する。

(6) 新株予約権を行使することができる期間

開始日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から、最終日までとする。

(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の額に関する事項

新株予約権引受契約書に記載の内容に準じて決定する。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

再編対象会社の新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

(9) 新株予約権の行使の条件及び取得条項

新株予約権引受契約書に記載の新株予約権の行使の条件及び取得条項に準じて決定する。

４. 当該新株予約権は平成24年10月31日に行使期間が満了し、消滅いたしました。

　

⑤ 平成24年９月17日 臨時株主総会決議

　
中間会計期間末現在
(平成24年９月30日)

提出日の前月末現在
(平成24年11月30日)

新株予約権の数(個)
 

250,000
 

―

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個)
 

―
―

新株予約権の目的となる株式の種類
全部取得条項付普通株式　(注)

１
―

新株予約権の目的となる株式の数(株) 250,000(注)２ ―

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1 ―

新株予約権の行使期間
平成24年９月18日から

平成24年10月31日まで(注３）
―

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 1　　　　　　　　　資本組入
額 1

―

新株予約権の行使の条件

新株予約権は、議決権を有する
当社株式が引受人又は第６回
新株予約権の新株予約権者以
外の者に発行又は交付される
場合に行使が可能となる。

―

新株予約権の譲渡に関する事項 ― ―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １. 当社普通株式は平成24年8月30日付定款変更により全部取得条項付普通株式となっております。

２. 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

３. 新株予約権引受人が、当該新株予約権の行使によらずに当社株式を取得した場合又は当社と引受人が書面に

より合意した場合には、かかる取得日又は合意日をもって行使期間満了とする。

４. 当該新株予約権は新株予約権者が当該新株予約権の行使によらずに当社株式を取得したため、平成24年10月

30日に行使期間が満了し、消滅いたしました。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年４月１日～
平成24年９月30日

△147,267 5 ― 16,986,576△1,000,0003,966,576

(注) １. 発行済株式総数の減少は、平成24年８月30日をもって当社普通株式147,272株は全部取得条項付普通株式とな

り、同日付で全てＡ種種類株式５株に転換されたことによる増減であります。

２. 資本準備金の減少は平成24年６月25日開催定時株主総会決議に基づき平成24年７月31日付で資本準備金を減

少したためであります。

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

マッコーリー・グッドマン・ジャ
パン・ピーティーイー エルティー
ディー

6 BATTERY ROAD, #33-01 SINGAPORE
 

Ａ種種類株式　5 100.00

計 ― 5 100.00

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― 　 ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)  Ａ種種類株式　5 5 (注）

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 5 ― ―

総株主の議決権 ― 5 ―

(注）Ａ種種類株式の内容は、(1)株式の総数等　②発行済株式に記載しております。
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② 【自己株式等】

　 　 　 　 平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成24年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 72,000 69,400 69,600 69,700 69,900 ―

最低(円) 65,100 60,000 69,300 69,400 69,700 ―

(注) １. 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

２. 当社株式は、平成24年８月27日付で上場廃止となったため、最終取引日である平成24年８月26日までの株価に

ついて記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりであります。
　

(１)退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役 ― 石本　忠次 平成24年10月18日

監査役 ― 行方　國雄 平成24年10月18日
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第５ 【経理の状況】

１  中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号)に基づいて作成しております。

　

(3) 当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間(平成23年４月１日か

ら平成23年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成23年４月１日から平成23年９月

30日まで)の中間財務諸表は作成しておりません。従って、前中間連結会計期間及び前中間会計期間との

対比は行っておりません。

  なお、参考として、前第２四半期連結会計期間末(平成23年９月30日現在)の四半期連結貸借対照表並び

に前第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)の四半期連結損益計算書及

び四半期包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を「１ 中間連結財務諸表等」の「(2) 

［その他］」に記載しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(平成24年４月１日から平

成24年９月30日まで)及び中間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)の中間連結財務諸

表及び中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 8,179,497 9,552,620

営業未収入金 ※1
 235,263 183,265

仕掛販売用不動産 1,164,537 1,164,537

その他 ※1
 893,254 635,398

貸倒引当金 △1,890 △1,890

流動資産合計 10,470,663 11,533,931

固定資産

有形固定資産

建物 107,569 107,569

減価償却累計額 △23,993 △31,473

建物（純額） 83,575 76,096

車両運搬具 6,253 6,253

減価償却累計額 △5,579 △5,700

車両運搬具（純額） 673 552

工具、器具及び備品 76,403 78,120

減価償却累計額 △50,618 △56,152

工具、器具及び備品（純額） 25,784 21,967

有形固定資産合計 110,033 98,615

無形固定資産

ソフトウエア 18,871 13,449

その他 5,805 43,504

無形固定資産合計 24,677 56,954

投資その他の資産

投資有価証券 558,650 1,137,093

破産更生債権等 3,181,792 3,181,792

投資不動産 ※1
 47,005,573

※1
 46,700,570

繰延税金資産 290,309 337,891

その他 ※1
 726,079 647,221

貸倒引当金 △3,181,792 △3,181,792

投資その他の資産合計 48,580,613 48,822,775

固定資産合計 48,715,324 48,978,346

繰延資産

社債発行費 ※1
 41,971 －

株式交付費 － 46,666

繰延資産合計 41,971 46,666

資産合計 59,227,959 60,558,944

EDINET提出書類

グッドマンジャパン株式会社(E05589)

半期報告書

21/65



(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 737,500 737,500

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 618,155

※1
 496,155

1年内償還予定の社債 ※1
 82,912 －

未払金 96,766 3,051,981

未払法人税等 77,502 23,119

賞与引当金 147,643 66,842

役員賞与引当金 1,599 －

その他 1,005,550 451,467

流動負債合計 2,767,630 4,827,066

固定負債

長期借入金 ※1
 25,713,765

※1
 25,465,687

社債 ※1
 3,117,088 －

長期預り敷金保証金 843,841 870,050

その他 32,789 201,217

固定負債合計 29,707,483 26,536,955

負債合計 32,475,113 31,364,022

純資産の部

株主資本

資本金 16,986,576 16,986,576

資本剰余金 8,491,571 5,579,081

利益剰余金 △2,460,823 △2,249,617

株主資本合計 23,017,323 20,316,040

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ損益 △17,141 △73,757

その他の包括利益累計額合計 △17,141 △73,757

新株予約権 34,694 34,181

少数株主持分 3,717,967 8,918,459

純資産合計 26,752,845 29,194,922

負債純資産合計 59,227,959 60,558,944
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②【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】
【中間連結損益計算書】

(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

営業収益 1,840,739

営業原価 743,807

営業総利益 1,096,932

販売費及び一般管理費 ※1
 682,887

営業利益 414,044

営業外収益

受取利息 755

匿名組合投資利益 6,855

事業税還付額 51,548

出資分配金 21,033

その他 6,465

営業外収益合計 86,658

営業外費用

支払利息 228,030

融資手数料 28,855

社債発行費償却 41,971

その他 33,070

営業外費用合計 331,928

経常利益 168,775

特別利益

新株予約権戻入益 513

その他の関係会社有価証券売却益 130,599

その他 6,458

特別利益合計 137,572

特別損失

固定資産除却損 ※2
 120

特別損失合計 120

税金等調整前中間純利益 306,226

法人税、住民税及び事業税 11,055

法人税等調整額 7,300

法人税等合計 18,355

少数株主損益調整前中間純利益 287,870

少数株主利益 76,664

中間純利益 211,206
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　　　【中間連結包括利益計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

少数株主損益調整前中間純利益 287,870

その他の包括利益

繰延ヘッジ損益 △96,112

その他の包括利益合計 △96,112

中間包括利益 191,758

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 154,589

少数株主に係る中間包括利益 37,169
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 16,986,576

当中間期末残高 16,986,576

資本剰余金

当期首残高 8,491,571

当中間期変動額

端株買取 △2,912,490

当中間期変動額合計 △2,912,490

当中間期末残高 5,579,081

利益剰余金

当期首残高 △2,460,823

当中間期変動額

中間純利益 211,206

当中間期変動額合計 211,206

当中間期末残高 △2,249,617

株主資本合計

当期首残高 23,017,323

当中間期変動額

端株買取 △2,912,490

中間純利益 211,206

当中間期変動額合計 △2,701,283

当中間期末残高 20,316,040

その他の包括利益累計額

繰延ヘッジ損益

当期首残高 △17,141

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△56,616

当中間期変動額合計 △56,616

当中間期末残高 △73,757

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △17,141

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△56,616

当中間期変動額合計 △56,616

当中間期末残高 △73,757
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(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

新株予約権

当期首残高 34,694

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△513

当中間期変動額合計 △513

当中間期末残高 34,181

少数株主持分

当期首残高 3,717,967

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

5,200,491

当中間期変動額合計 5,200,491

当中間期末残高 8,918,459

純資産合計

当期首残高 26,752,845

当中間期変動額

端株買取 △2,912,490

中間純利益 211,206

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

5,143,361

当中間期変動額合計 2,442,077

当中間期末残高 29,194,922
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 306,226

減価償却費 390,595

新株予約権戻入益 △513

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1,599

賞与引当金の増減額（△は減少） △80,800

受取利息及び受取配当金 △755

匿名組合投資損益（△は益） △3,408

支払利息 228,030

その他の関係会社有価証券売却損益（△は益） △130,599

固定資産除売却損益（△は益） 120

売上債権の増減額（△は増加） 5,167

その他 △171,328

小計 541,134

利息及び配当金の受取額 755

利息の支払額 △238,937

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △108,732

営業活動によるキャッシュ・フロー 194,220

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,977

無形固定資産の取得による支出 △198

預り敷金及び保証金の返還による支出 △355

預り敷金及び保証金の受入による収入 26,563

投資有価証券の取得による支出 △1,136,600

その他の関係会社有価証券の売却による収入 4,276,617

投資不動産の取得による支出 △66,638

出資金の分配による収入 112,322

匿名組合出資金の払戻による収入 470,277

その他 47,089

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,727,100

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △370,077

社債の償還による支出 △3,200,000

少数株主からの払込みによる収入 1,585,917

少数株主への払戻による支出 △530,722

その他 △33,314

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,548,197

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,373,122

現金及び現金同等物の期首残高 8,179,497

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 9,552,620
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数

  ５社

主要な連結子会社の名称

グッドマンジャパンファンズ株式会社　

ＧＫロジみらい12匿名組合

エムジージェイワン特定目的会社

エムジージェイフォー特定目的会社

ジャパン・ロジスティクス・ホールセール・ファンド匿名組合

　

(2) 主要な非連結子会社の名称等

該当する会社はありません。

　

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した関連会社数

該当する会社はありません。

　

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

該当する会社はありません。　

　

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、中間決算日が異なる連結子会社は次のとおりとなっております。なお、中間連結財務

諸表の作成に当たって、中間連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

連結子会社 決算日

・エムジージェイワン特定目的会社
・エムジージェイフォー特定目的会社
・ジャパン・ロジスティクス・ホール
セール・ファンド匿名組合

２月末日
８月末日

・ＧＫロジみらい12匿名組合

３月末日
６月末日
９月末日
12月末日
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４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法　

ただし、匿名組合出資金は、個別法によっております。

なお、当社及び連結子会社の計算で営業されている場合には、匿名組合財産のうち当社持分割合に

相当する部分を、出資者である当社の資産及び負債として中間連結貸借対照表に計上し、中間連結損

益計算書についても同様に処理しております。

②　たな卸資産

仕掛販売用不動産

個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産

定率法によっております。　

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３～15年

車両運搬具　　　　　　　　６年

工具、器具及び備品　　３～15年

　

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成24年４月１日

以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。

これによる、当中間連結会計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益に与える影響

は軽微であります。

　

②  無形固定資産

定額法によっております。　

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３年）に基づく定額法を採

用しております。

③  投資不動産

定額法によっております。　
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(3) 重要な繰延資産の処理方法

① 株式交付費

定額法によっております。

なお、償却年数は３年であります。

　

(4) 重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。　

②  賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当中間連結会計期間に見合う分を

計上しております。

　

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

金利スワップについて繰延ヘッジ処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段は金利スワップで、ヘッジ対象は特定借入金の利息であります。

③　ヘッジ方針

金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ有効性評価は、開始時から有効性判定時点までの期間における、ヘッジ手段とヘッジ対象の

キャッシュ・フロー変動を比較し、両者の変動比率を基礎として行っております。

　

(6) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　

(7) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

②　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

※１  担保資産及び担保付債務

担保に供されている資産及び担保付債務は、以下のとおりであります。

①　担保に供されている資産

　 前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

現金及び預金 6,205,343千円 ―千円

営業未収入金 82,901千円 ―千円

流動資産その他 637,543千円 ―千円

投資不動産 　47,005,573千円 46,700,570千円

投資その他の資産その他 224,296千円 ―千円

社債発行費 41,971千円 　―千円

計 54,197,629千円 46,700,570千円

　

②　担保付債務

　 前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

１年内返済予定の長期借入金 496,155千円 496,155千円

１年内償還予定の社債 82,912千円 ―千円

長期借入金 25,713,765千円 　25,465,687千円

社債 3,117,088千円 ―千円

計 29,409,920千円 25,961,842千円

　
２  偶発債務

①　当社グループがアセットマネジメント契約を締結している特別目的会社等(以下「借入人」という)が、

金融機関(以下「貸付人」という)からノンリコース条件のローンによる資金調達を行う際に、ノンリ

コース条件の例外として、借入人及びアセット・マネージャー並びにそれらの社員、役員・従業員等の

詐欺行為や故意・重過失による不法行為等により貸付人に損害等が発生した場合、借入人が責任財産又

はそれを換価して得た対価により当該損害等を補償できなかった部分について補填する補償責任を

負っております。

②　当社グループが売却した不動産について、売却以前の賃料に減額の変更が生じた場合、その変更額につい

て当社グループが補填する責任を負っております。その金額の上限は、295,852千円であります。

　
(中間連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。
　

　
当中間連結会計期間

(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

給与手当等 284,131千円

賞与引当金繰入額 56,229千円

　
※２  固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。
　

　
当中間連結会計期間

(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

工具、器具及び備品 120千円
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

Ⅰ．当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計
年度期首

増加 減少
当中間連結
会計期間末

普通株式(株) 147,272 ― 147,272 ―
全部取得条項付普通株式（株） ― 147,272 147,272 ―
Ａ種種類株式（株） ― 5 ― 5
合計（株） 147,272 147,277 294,544 5

　

（変動事由の概要）

1. 普通株式の減少と全部取得条項付普通株式の増加の主な内訳は、次のとおりであります。

平成24年６月26日付当社定時株主総会及び平成24年７月25日付当社種類株主総会決議に基づく全部取得条項

付普通株式への転換　147,272株

2. 全部取得条項付普通株式の減少の内訳は、次のとおりであります。 

平成24年８月30日付取締役会決議に基づく消却による減少　147,272株

3. Ａ種種類株式の増加の内訳は、次のとおりであります。 

平成24年６月26日付当社定時株主総会及び平成24年７月25日付当社種類株主総会決議に基づく全部取得条項

付普通株式の取得対価としての交付による増加　５株
　

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計
年度期首

増加 減少
当中間連結
会計期間末

全部取得条項付普通株式（株） ― 147,272 147,272 ―

（変動事由の概要）

1. 全部取得条項付普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。

平成24年６月26日付当社定時株主総会及び平成24年７月25日付当社種類株主総会決議に基づく取得　147,272

株

2. 全部取得条項付普通株式の減少の内訳は、次のとおりであります。 

平成24年８月30日付取締役会決議に基づく消却による減少　147,272株

　
３．新株予約権等に関する事項　

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間
末残高
(千円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当中間連結
会計期間末

提出会社

平成22年新株予約権 普通株式 100,000 ― ― 100,000 ―

平成24年新株予約権 普通株式 ― 250,000 ― 250,000 ―

ストック・オプション
としての新株予約権

― ― ― ― ― 34,181

合計 100,000250,000 ― 350,00034,181

(注) １. 目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。

２. 目的となる株式の数の変動事由の概要

平成24年新株予約権の増加は、発行によるものであり、減少は行使期間満了に伴うものであります。
　

４．配当に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のと

おりであります。
　

　
当中間連結会計期間

(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

現金及び預金 9,552,620千円

預入期間が３か月を超える
定期預金 ―千円

現金及び現金同等物 9,552,620千円

　

(リース取引関係)

１．ファイナンス・リース取引

（貸主側）

該当事項はありません。

　

２．オペレーティング・リース取引

（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料
　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

１年以内 2,989,575千円 3,013,637千円

１年超 10,293,034千円 9,082,565千円

合計 13,282,609千円 12,096,202千円
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(金融商品関係)

Ⅰ．前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参

照ください。)。
      (単位：千円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 8,179,497 8,179,497 ―

(2) 営業未収入金 235,263　 　

    貸倒引当金(※１) △1,890　 　

　 233,373 233,373 ―

(3) 破産更生債権等 3,181,792　 　

    貸倒引当金(※２) △3,181,792　 　

　 ― ― ―

資産計 8,412,871 8,412,871 ―

(1) 短期借入金 737,500 740,965 △3,465

(2) 長期借入金(※３) 26,331,920 26,360,375 △28,455

(3) 社債(※４) 3,200,000 3,214,645 △14,645

負債計 30,269,420 30,315,986 △46,566

デリバティブ取引(※５) 　 　 　

　　ヘッジ会計が適用されているもの (32,789) (32,789) ―

デリバティブ取引計 (32,789) (32,789) ―

(※１)  営業未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※２)　破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※３)  長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

(※４)　社債には、１年内償還予定の社債を含めております。

(※５)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（　）で示しております。

　

(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。　

　
(2) 営業未収入金

営業債権はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。　

　
(3) 破産更生債権等

破産更生債権等については、回収予定額が見込めないため、その全額について貸倒見積高を計上しております。

よって、時価は連結決算日における貸借対照表価額から全額を貸倒見積高として控除した価額としております。　

　
負  債

(1) 短期借入金

短期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。　

　
(2) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。　
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(3) 社債

当社グループの発行する社債の時価は、市場価格がないものであり、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信

用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　
デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。　

　
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　 (単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

投資有価証券（匿名組合出資金）（※１） 190,233

投資有価証券（社債）（※２） 368,417

合計 558,650

（※１） 投資有価証券（匿名組合出資金）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、時価開示の対象に含めておりません。

（※２） 投資有価証券（社債）については、市場価格がなく、匿名組合出資金に転換することを予定しており、時価を把

握するための将来キャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象に含めておりませ

ん。

　

Ⅱ．当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

平成24年９月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)

を参照ください。)。
      (単位：千円)

　
中間連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1) 現金及び預金 9,552,620 9,552,620 ―

(2) 営業未収入金 183,265　 　

    貸倒引当金(※１) △1,890　 　

　 181,375 181,375 ―

(3) 破産更生債権等 3,181,792　 　

    貸倒引当金(※２) △3,181,792　 　

　 ― ― ―

資産計 9,733,995 9,733,995 ―

(1) 短期借入金 737,500 740,976 △3,476

(2) 長期借入金(※３) 25,961,842 25,987,492 △25,649

負債計 26,699,342 26,728,468 △29,126

デリバティブ取引(※４) 　 　 　

　　ヘッジ会計が適用されているもの (201,217) (201,217) ―

デリバティブ取引計 (201,217) (201,217) ―

(※１)  営業未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※２)　破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(※３)  長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含めております。

(※４)　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につ

いては、（　）で示しております。
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(注１)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。　　

　
(2) 営業未収入金

営業債権はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　
(3) 破産更生債権等

破産更生債権等については、回収予定額が見込めないため、その全額について貸倒見積高を計上しております。

よって、時価は連結決算日における貸借対照表価額から全額を貸倒見積高として控除した価額としております。　

　
負  債

(1) 短期借入金

短期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。　

　
(2) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

する方法によっております。　

　
デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。　

　
(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 (単位：千円)

区分 中間連結貸借対照表計上額

投資有価証券（匿名組合出資金） 493

投資有価証券（特定目的会社優先出資） 1,136,600

合計 1,137,093

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価開示の対象に含めており

ません。
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(有価証券関係)

　該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

1.　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

Ⅰ．前連結会計年度(平成24年３月31日)

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超
(千円)

時価
(千円)

原則的処理方
法

金利スワップ取引
 
支払固定・
受取変動

長期借入金 24,000,00024,000,000△32,789

合計 24,000,00024,000,000△32,789

(注)　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

Ⅱ．当中間連結会計期間(平成24年９月30日)

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(千円)

契約額等のうち
１年超
(千円)

時価
(千円)

原則的処理方
法

金利スワップ取引
 
支払固定・
受取変動

長期借入金 23,772,97223,772,972△201,217

合計 23,772,97223,772,972△201,217

(注)　時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

(ストック・オプション等関係)

１．ストック・オプションにかかる費用計上額及び科目名

該当事項はありません。　

　

２. 権利不行使による失効により利益として計上した金額

新株予約権戻入益　　　　　　　513千円
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(資産除去債務関係)

資産除去債務については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の中間連結（連結）貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

(単位：千円)

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当中間連結会計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

中間連結（連結）貸借対照表
計上額

期首残高 58,701,024 47,005,573

期中増減額 △11,695,451 △305,002

中間期末
（期末）残高

47,005,573 46,700,570

中間期末（期末）時価 48,070,000 48,070,000

(注)１. 中間連結（連結）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２. 期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は不動産の売却（10,796,651千円）及び減価償却費

（907,763千円）であります。

当中間連結会計期間の主な減少額は減価償却費（371,641千円）であります。

３. 中間期末（期末）の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定書に基づく金額、又は「不動

産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)でありま

す。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

　当社グループは、物流不動産を中心とした投資開発事業やコンサルティング業務、投資顧問業並びに不動産

ファンド運用業を行っており、各々の事業部門は主体的に、各事業ごとの包括的な事業戦略を立案し、事業活

動を展開しております。

　したがって、当社グループは、サービス別のセグメントから構成されており、「投資及びコンサルティング

事業」及び「アセットマネジメント事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「投資及びコンサルティング事業」は、仲介業務を含むコンサルティング事業及び不動産開発事業を行っ

ております。「アセットマネジメント事業」は、連結する大型私募ファンドを含む既存ファンドの運用を

行っております。

　
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場

実勢価格に基づいております。

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の法人税法に基づく方

法に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当中間連結会計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であり

ます。

　
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
調整額
(注)１

中間連結財務諸
表計上額
(注)２投資及びコンサ

ルティング事業
アセットマネジ
メント事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への営業収益 71,5371,769,2021,840,739 ― 1,840,739

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

24,462 ― 24,462 △24,462 ―

計 96,0001,769,2021,865,202△24,4621,840,739

セグメント利益又は損失(△) △137,776 599,590 461,813△293,037 168,775

セグメント資産 1,609,83152,692,95354,302,7856,256,15960,558,944

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 8,804 371,665 380,469 10,125 390,595

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

877 419 1,297 1,148 2,445

(注) １. 調整額の内容は以下のとおりであります。

　(1)セグメント利益の調整額△293,037千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△374,347千円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

EDINET提出書類

グッドマンジャパン株式会社(E05589)

半期報告書

39/65



　(2)セグメント資産の調整額6,256,159千円には、各報告セグメントに配分していない全社資産6,259,331千円が

含まれております。

２. セグメント利益は、中間連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。

　
【関連情報】

当中間連結会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が中間連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略してお

ります。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

コクヨサプライロジスティクス㈱ 402,780アセットマネジメント事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。
　

項目
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当中間連結会計期間
(平成24年９月30日)

(1) １株当たり純資産額 4,600,036,527円60銭4,048,456,437円20銭

  (算定上の基礎) 　 　

純資産の部の合計額(千円) 26,752,845 29,194,922

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 3,752,662 8,952,640

  (うち新株予約権(千円)) 34,694 34,181

  (うち少数株主持分(千円)) 3,717,967 8,918,459

普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額(千円) 23,000,182 20,242,282

普通株式の発行済株式数(株) 5 5

普通株式の自己株式数(株) ― ―

1株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末
(期末)の普通株式の数(株)

5 5

（注）当社は、平成24年８月30日をもって当社普通株式147,272株は全部取得条項付普通株式となり、同日付で全てＡ種

種類株式５株に転換し、全部取得条項付普通株式を全て消却しております。そのため、前連結会計年度の期首に

当該転換及び消却が行われたと仮定して１株当たり純資産額を算定しております。

　

項目
当中間連結会計期間

(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

(2) １株当たり中間純利益金額 42,241,269円00銭

   (算定上の基礎) 　

    中間純利益金額(千円) 211,206

    普通株主に帰属しない金額(千円) ―

    普通株式に係る中間純利益金額(千円) 211,206

    普通株式の期中平均株式数(株) 5

(注)  潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　
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(2) 【その他】

前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間(平成23年４月１日から平成23

年９月30日まで)の中間連結財務諸表は作成していないため、以下に参考情報として前第２四半期連結会

計期間末(平成23年９月30日)の四半期連結貸借対照表、前第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日か

ら平成23年９月30日まで)の四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書を記載しております。
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１ 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

　 　 (単位：千円)

　 　
前第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部 　 　
　流動資産 　 　
　　現金及び預金 　 6,545,944

　　営業未収入金 　 136,624

　　仕掛販売用不動産 　 1,164,537

　　販売用不動産 　 1,404,619

　　その他 　 153,774

　　貸倒引当金 　 △2,816

　　流動資産合計 　 9,402,683

　固定資産 　 　
　　有形固定資産 　 　
　　　建物 　 71,466

　　　　減価償却累計額 　 △18,092

　　　　建物（純額） 　 53,373

　　　車両運搬具 　 6,253

　　　　減価償却累計額 　 △5,396

　　　　車両運搬具（純額） 　 856

　　　工具、器具及び備品 　 76,106

　　　　減価償却累計額 　 △62,959

　　　　工具、器具及び備品（純額） 　 13,147

　　　有形固定資産合計 　 67,377

　　無形固定資産 　 　
　　　ソフトウエア 　 12,553

　　　その他 　 6,773

　　　無形固定資産合計 　 19,326

　　投資その他の資産 　 　
　　　投資有価証券 　 113,761

　　　破産更生債権等 　 3,181,792

　　　投資不動産 　 58,250,037

　　　繰延税金資産 　 334,380

　　　その他 　 296,070

　　　貸倒引当金 　 △3,181,792

　　　投資その他の資産合計 　 58,994,249

　　固定資産合計 　 59,080,954

　繰延資産 　 　
　　社債発行費 　 16,302

　　繰延資産合計 　 16,302

　資産合計 　 68,499,940
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　 　 (単位：千円)

　 　
前第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部 　 　
　流動負債 　 　
　　1年内返済予定の長期借入金 　 27,324,400

　　1年内償還予定の社債 　 12,966,000

　　未払法人税等 　 43,311

　　賞与引当金 　 49,643

　　役員賞与引当金 　 799

　　その他 　 709,854

　　流動負債合計 　 41,094,010

　固定負債 　 　
　　長期借入金 　 122,000

　　長期預り敷金保証金 　 1,205,050

　　固定負債合計 　 1,327,050

　負債合計 　 42,421,061

純資産の部 　 　
　株主資本 　 　
　　資本金 　 16,986,576

　　資本剰余金 　 8,491,571

　　利益剰余金 　 △3,210,050

　　株主資本合計 　 22,268,096

　新株予約権 　 42,384

　少数株主持分 　 3,768,397

　純資産合計 　 26,078,878

負債純資産合計 　 68,499,940
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(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

　 　 (単位：千円)

　 　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

営業収益 　 2,224,550

営業原価 　 937,147

営業総利益 　 1,287,402

販売費及び一般管理費 ※1 671,050

営業利益 　 616,351

営業外収益 　 　
　受取利息 　 679

　匿名組合投資利益 　 3,161

　役員賞与引当金戻入額 　 3,866

　その他 　 5,207

　営業外収益合計 　 12,915

営業外費用 　 　
　支払利息 　 425,115

　その他 　 67,853

　営業外費用合計 　 492,968

経常利益 　 136,298

特別利益 　 　
　新株予約権戻入益 　 1,276

　特別利益合計 　 1,276

特別損失 　 　
　固定資産除却損 　 313

　固定資産売却損 　 122

　特別損失合計 　 435

税金等調整前四半期純利益 　 137,138

法人税、住民税及び事業税 　 14,901

法人税等調整額 　 2,652

法人税等合計 　 17,553

少数株主損益調整前四半期純利益 　 119,584

少数株主損失（△） 　 △12,402

四半期純利益 　 131,986
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

　 　 (単位：千円)

　 　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 　 119,584

その他の包括利益 　 　
　その他の包括利益合計 　 ―

四半期包括利益 　 119,584

（内訳） 　 　
　親会社株主に係る四半期包括利益 　 131,986

　少数株主に係る四半期包括利益 　 △12,402
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

　 　 (単位：千円)

　 　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　税金等調整前四半期純利益 　 137,138

　減価償却費 　 480,021

　新株予約権戻入益 　 △1,276

　賞与引当金の増減額（△は減少） 　 △59,042

　役員賞与引当金の増減額（△は減少） 　 △5,466

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 　 △92,898

　災害損失引当金の増減額（△は減少） 　 △5,958

　受取利息及び受取配当金 　 △679

　匿名組合投資損益（△は益） 　 △3,161

　支払利息 　 425,115

　固定資産除売却損益（△は益） 　 435

　売上債権の増減額（△は増加） 　 111,771

　その他 　 90,797

　小計 　 1,076,797

　利息及び配当金の受取額 　 679

　利息の支払額 　 △428,657

　法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 　 70,890

　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 719,710

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　有形固定資産の取得による支出 　 △5,775

　無形固定資産の取得による支出 　 △6,913

　預り敷金及び保証金の返還による支出 　 △328

　預り敷金及び保証金の受入による収入 　 25,485

　投資不動産の取得による支出 　 △2,677

　その他 　 23,407

　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 33,198

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　
　長期借入金の返済による支出 　 △484,000

　社債の償還による支出 　 △222,000

　その他 　 △27,425

　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △733,425

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 　 19,482

現金及び現金同等物の期首残高 　 6,526,461

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 6,545,944
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継続企業の前提に関する事項

該当事項はありません。

　

連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更

該当事項はありません。

　

会計方針の変更等

該当事項はありません。

　

追加情報

　
前第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。

　

注記事項

(四半期連結貸借対照表関係)

前第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

（保証債務）
当社グループがアセットマネジメント契約を締結して

いる特別目的会社等(以下「借入人」という)が、金融機
関(以下「貸付人」という)からノンリコース条件のロー
ンによる資金調達を行う際に、ノンリコース条件の例外
として、借入人及びアセット・マネージャー並びにそれ
らの社員、役員・従業員等の詐欺行為や故意・重過失に
よる不法行為等により貸付人に損害等が発生した場合、
借入人が責任財産又はそれを換価して得た対価により当
該損害等を補償できなかった部分について補填する補償
責任を負っております。

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

役員報酬 47,850千円

給与手当等 281,950

地代家賃 43,744

租税公課 34,281

賞与引当金繰入額 30,669
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

現金及び預金 6,545,944千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ―千円

現金及び現金同等物 6,545,944千円

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

セグメント情報

前第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

　

報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

投資及びコンサ
ルティング事業

アセットマネジ
メント事業

計

営業収益 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客への営業収益 153,9382,070,6122,224,550 ─ 2,224,550

  (2) セグメント間の内部
      営業収益又は振替高

27,823 ─ 27,823 △27,823 ─

計 181,7612,070,6122,252,373△27,8232,224,550

セグメント利益又は損失(△) △18,916 538,266 519,350△383,051136,298

(注) １．セグメント利益の調整額△383,051千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△390,774千円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 896円21銭

    (算定上の基礎) 　

    四半期純利益金額(千円) 131,986

    普通株主に帰属しない金額（千円） ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 131,986

    普通株式の期中平均株式数(株) 147,272

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 744円18銭

    (算定上の基礎) 　

    四半期純利益調整額(千円) ―

    普通株式増加数(株) 30,085

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,275,844 6,306,621

営業未収入金 7,417 7,546

前払費用 16,854 17,440

未収還付法人税等 162,852 198,737

その他 192,182 70,798

貸倒引当金 △1,890 △1,890

流動資産合計 1,653,262 6,599,254

固定資産

有形固定資産

建物 107,569 107,569

減価償却累計額 △23,993 △31,473

建物（純額） 83,575 76,096

車両運搬具 6,253 6,253

減価償却累計額 △5,579 △5,700

車両運搬具（純額） 673 552

工具、器具及び備品 73,932 75,649

減価償却累計額 △48,278 △53,788

工具、器具及び備品（純額） 25,654 21,861

有形固定資産合計 109,903 98,509

無形固定資産

商標権 529 469

ソフトウエア 18,871 13,449

その他 90 90

無形固定資産合計 19,490 14,009

投資その他の資産

投資有価証券 558,650 1,137,093

関係会社株式 300,000 219,000

その他の関係会社有価証券 23,068,142 17,554,834

出資金 366,933 318,164

破産更生債権等 3,181,792 3,181,792

その他 133,242 130,719

貸倒引当金 △3,181,792 △3,181,792

投資その他の資産合計 24,426,969 19,359,811

固定資産合計 24,556,363 19,472,329

資産合計 26,209,626 26,071,584
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当中間会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

関係会社短期借入金 737,500 737,500

1年内返済予定の関係会社長期借入金 122,000 －

未払金 92,304 3,000,841

未払費用 34,729 24,597

未払法人税等 33,340 12,694

未払消費税等 28,842 －

預り金 26,238 15,336

前受収益 8,325 8,325

賞与引当金 123,055 50,865

役員賞与引当金 1,599 －

その他 62 664

流動負債合計 1,207,998 3,850,825

固定負債

長期預り敷金保証金 136,943 143,537

固定負債合計 136,943 143,537

負債合計 1,344,942 3,994,363

純資産の部

株主資本

資本金 16,986,576 16,986,576

資本剰余金

資本準備金 4,966,576 3,966,576

その他資本剰余金 3,524,994 1,612,504

資本剰余金合計 8,491,571 5,579,081

利益剰余金

利益準備金 200 200

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △648,357 △522,817

利益剰余金合計 △648,157 △522,617

株主資本合計 24,829,989 22,043,039

新株予約権 34,694 34,181

純資産合計 24,864,684 22,077,220

負債純資産合計 26,209,626 26,071,584
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

営業収益 95,939

営業原価 50,452

営業総利益 45,487

販売費及び一般管理費 547,941

営業損失（△） △502,454

営業外収益

受取利息 252

受取配当金 695,315

事業税還付額 51,548

その他 67,789

営業外収益合計 814,906

営業外費用

支払利息 13,185

出資金清算損 2,161

その他 2,457

営業外費用合計 17,804

経常利益 294,647

特別利益

新株予約権戻入益 513

特別利益合計 513

特別損失

固定資産除却損 120

その他の関係会社有価証券売却損 185,590

特別損失合計 185,711

税引前中間純利益 109,449

法人税、住民税及び事業税 △16,090

法人税等合計 △16,090

中間純利益 125,540
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 16,986,576

当中間期末残高 16,986,576

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 4,966,576

当中間期変動額

準備金から剰余金への振替 △1,000,000

当中間期変動額合計 △1,000,000

当中間期末残高 3,966,576

その他資本剰余金

当期首残高 3,524,994

当中間期変動額

準備金から剰余金への振替 1,000,000

端株買取 △2,912,490

当中間期変動額合計 △1,912,490

当中間期末残高 1,612,504

資本剰余金合計

当期首残高 8,491,571

当中間期変動額

準備金から剰余金への振替 －

端株買取 △2,912,490

当中間期変動額合計 △2,912,490

当中間期末残高 5,579,081

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 200

当中間期末残高 200

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △648,357

当中間期変動額

中間純利益 125,540

当中間期変動額合計 125,540

当中間期末残高 △522,817

利益剰余金合計

当期首残高 △648,157

当中間期変動額

中間純利益 125,540

当中間期変動額合計 125,540

当中間期末残高 △522,617
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(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成24年４月１日
 至 平成24年９月30日)

株主資本合計

当期首残高 24,829,989

当中間期変動額

端株買取 △2,912,490

中間純利益 125,540

当中間期変動額合計 △2,786,949

当中間期末残高 22,043,039

新株予約権

当期首残高 34,694

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△513

当中間期変動額合計 △513

当中間期末残高 34,181

純資産合計

当期首残高 24,864,684

当中間期変動額

端株買取 △2,912,490

中間純利益 125,540

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△513

当中間期変動額合計 △2,787,463

当中間期末残高 22,077,220

EDINET提出書類

グッドマンジャパン株式会社(E05589)

半期報告書

56/65



【重要な会計方針】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

①  子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法　

②  その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法。ただし、匿名組合出資金は、個別法によっております。

なお、当社の計算で営業されている場合には、匿名組合財産のうち当社持分割合に相当する部分を、

出資者である当社の資産及び負債として中間貸借対照表に計上し、中間損益計算書についても同様に

処理しております。

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物              　３～15年

車両運搬具            　６年

工具、器具及び備品  ３～15年

　

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる、当中間会計期間の営業損失、経常利益及び税引前中間純利益に与える影響は軽微であり

ます。

　

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(３

年)に基づく定額法を採用しております。

　

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

　

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当中間会計期間に見合う分を計上し

ております。
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４．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

　

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

　

【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

１．偶発債務

当社がアセットマネジメント契約を締結している特別目的会社等(以下「借入人」という)が、金融機

関(以下「貸付人」という)からノンリコース条件のローンによる資金調達を行う際に、ノンリコース条

件の例外として、借入人及びアセット・マネージャー並びにそれらの社員、役員・従業員等の詐欺行為や

故意・重過失による不法行為等により貸付人に損害等が発生した場合、借入人が責任財産又はそれを換

価して得た対価により当該損害等を補償できなかった部分について補填する補償責任を負っておりま

す。

　

(中間損益計算書関係)

１. 減価償却実施額は、次のとおりであります。

　

　
当中間会計期間

(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

有形固定資産 13,274千円

無形固定資産 5,679千円

　

(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日)

自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計
年度期首

増加 減少
当中間連結
会計期間末

全部取得条項付普通株式（株） ― 147,272 147,272 ―
　

（変動事由の概要）

1. 全部取得条項付普通株式の増加の内訳は、次のとおりであります。

平成24年６月26日付当社定時株主総会及び平成24年７月25日付当社種類株主総会決議に基づく取得　147,272

株

2. 全部取得条項付普通株式の減少の内訳は、次のとおりであります。 

平成24年８月30日付取締役会決議に基づく消却による減少　147,272株

　

(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。
　

項目
前事業年度

(平成24年３月31日)
当中間会計期間
(平成24年９月30日)

(1) １株当たり純資産額 4,965,997,890円40銭4,408,607,972円00銭

  (算定上の基礎) 　 　

純資産の部の合計額(千円) 24,864,684 22,077,220

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 34,694 34,181

  (うち新株予約権(千円)) 34,694 34,181

普通株式に係る中間期末(期末)の純資産額(千円) 24,829,989 22,043,039

普通株式の発行済株式数(株) 5 5

普通株式の自己株式数(株) ― ―

1株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末
(期末)の普通株式の数(株)

5 5

（注）当社は、平成24年８月30日をもって当社普通株式147,272株は全部取得条項付普通株式となり、同日付で全てＡ種

種類株式５株に転換し、全部取得条項付普通株式を全て消却しております。そのため、前事業年度の期首に当該

転換及び消却が行われたと仮定して１株当たり純資産額を算定しております。

　

項目
当中間会計期間

(自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)

(2) １株当たり中間純利益金額 25,108,081円60銭

   (算定上の基礎) 　

    中間純利益金額(千円) 125,540

    普通株主に帰属しない金額(千円) ―

    普通株式に係る中間純利益金額(千円) 125,540

    普通株式の期中平均株式数(株) 5

(注)  潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度  第22期(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)平成24年６月19日関東財務局長に

提出。

　
(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成24年６月19日関東財務局長に提出。

　
(3) 四半期報告書及び確認書

事業年度　第23期第１四半期(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)平成24年８月14日関東財務

局長に提出。

　
(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２に基づく臨時報告書（議決権行使結果）

を平成24年６月29日に関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２に基づく臨時報告書（議決権行使結果）

を平成24年７月27日に関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成24年12月21日

グッドマンジャパン株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    金    子    裕    子    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉    田    亮    一    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているグッドマンジャパン株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書、中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記につい

て中間監査を行った。

　
中間連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない中間連結財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運

用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務

諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保

証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比

べて監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正

又は誤謬による中間連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした

監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性につい

て意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間

監査手続を立案するために、中間連結財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め中間連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、グッドマンジャパン株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成24年12月21日

グッドマンジャパン株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    金    子    裕    子    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    吉    田    亮    一    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているグッドマンジャパン株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第23期事業年

度の中間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を

行った。

　
中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財

務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間

財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが

含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠

して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な

情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るため

に、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて

監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は

誤謬による中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続

に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続

を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査

には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、グッドマンジャパン株式会社の平成24年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成24年４月１日から平成24年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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